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事業承継・引継ぎ支援センター

 令和3年4月、親族内支援を行う「事業承継ネットワーク」と、M&A支援を行う「事業引継ぎ支援
センター」を統合し、「事業承継・引継ぎ支援センター」に改組。法令に基づく認定機関として、全
国47都道府県に設置。

 事業承継とM&A支援をワンストップで行う体制を整備。

事業引継ぎ支援センター事業承継ネットワーク

認定支援機関（産競法）

◎Ｍ＆Ａ・マッチング支援
◎金融機関・仲介事業者への取次ぎ
◎後継者人材バンク

等

◎気づきの機会の提供（事業承継診断）

◎専門家派遣による経営改善
◎セミナーの実施
◎経営者保証解除に向けた専門家支援

等

事業承継・引継ぎ支援のワンストップ体制
によって円滑な事業承継・引継ぎを推進

事業承継・引継ぎ支援センター

※主に親族内承継を支援 ※第三者承継を支援

統合
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事業承継・引継ぎ支援センターによるマッチング支援

 事業承継・引継ぎ支援センターでは、後継者不在の中小企業のM&Aにおけるマッチング支援とし
て、①中小企業者等からの相談対応（一次対応）、②M&A候補案件の登録機関への橋渡し
（二次対応）、③登録機関で対応できない案件等の引継ぎ支援（三次対応）を実施。

 事業承継・引継ぎ支援センターの相談件数・成約件数ともに増加傾向で、令和２年度には相
談件数が11,686件、成約件数が1,379件に達した。

【資料】中小企業引継ぎ支援全国本部

事業承継・引継ぎ支援センターの実績支援スキーム
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事業承継・引継ぎ支援センターの案件情報の提供、共有

 第三者による事業承継を促進するため、事業承継・引継ぎ支援センターでは相談案件をデータ
ベース化し、各センター間における広域マッチングに取り組んでいる。

 なお、相談のあった案件に関する情報は、まず当該センターと全国本部、中企庁のみ閲覧できる
引継ぎデータベースに登録され、更に相談事業者の許諾が得られたものは、全国のセンター及び
登録機関、公的機関が閲覧できるノンネームデータベース（NNDB）に登録される。

 令和２年10月からは民間のプラットフォーマー3社との連携を開始し、希望する相談者のノンネー
ムデータは連携している民間プラットフォーム上でも閲覧が可能となった。

事業承継・引継ぎ支援
センター

登録機関に橋渡し
（２次対応）

相談（１次対応）
支援の要否判断

センター自ら引継ぎ
（３次対応）

ＤＢに登録

NNDB

DB全体像

引継ぎDB：相談の情報（カルテ）

引継ぎDBNN
（ノンネームデータ）

民間プラットフォーマー
（トランビ、バトンズ、ビズリーチ・サクシード）

事業者の承諾
＋

DB上のマッチングが有効

民間プラットフォーマーへNNデータを提供。
（会員の事業者本人がデータベースの閲覧や問い合

わせが可能。）

引継ぎ

DB

引継ぎ

DB
NN

NNDB

当該センター ○ ○ ○

他センター × ○ ○

登録機関
公的機関
（日本政策金融公庫、
JETRO等）

× × ○

累計登録件数：約8,900件
※令和2年度末時点



中小企業再生支援・事業承継総合支援事業
令和3年度予算額 95.0億円（75.1億円）

（１）中小企業庁 金融課
03-3501-2876

（２）中小企業庁 財務課
03-3501-5803

事業の内容

条件（対象者、対象行為、補助率等）

事業イメージ

成果目標
（１）中小企業再生支援事業

 平成30年度から令和4年度までの5年間の成果目標として、足下並

みの低い二次破綻率（再生計画策定支援完了後、3年のモニタリン

グ期間中に再度破綻した率）の実現を目指します。

（２）事業承継総合支援事業

 年間16.8万件の事業承継診断及び年間2000件の事業引継ぎ

（令和4年度までに達成）により、事業承継・引継ぎの円滑化を目

指します。

(1)中小企業再生支援事業 (2)事業承継総合支援事業

窓口相談（第一次対応）

課題解決に向けたアドバイス

再生計画等策定支援（第二次対応）

事業再生支援

個別支援チームを結

成し、具体的な再生

計画の策定を支援

関係金融機関等と

の調整

事業承継ワンストップ窓口

支援ニーズの掘り起こし・相談対応

地域の金融機関や商工団体等を通じたプッシュ

型の事業承継診断による事業承継・引継ぎ支援

のニーズの掘り起こし

後継者不在の中小企業の事業引継ぎ、親族

内承継に係る具体的課題への適切な助言

フォローアップ

定期的なフォローアップ、必要なアドバイスを実施

経営者の再チャレンジ支援

具体的な弁済計

画の策定を支援

関係金融機関等

との調整

経営者保証ガイド

ラインに基づく保証

債務等整理

事業目的・概要

（１）中小企業再生支援事業

 各都道府県に置かれた「中小企業再生支援協議会」において、事業

の収益性はあるが、財務上の問題を抱える中小企業者等に対し、窓

口相談や金融機関との調整を含めた再生計画の策定支援を実施し

ます。また、事業再生が特に困難な場合には、個人保証債務の整理

に係る弁済計画策定等の経営者の再チャレンジ支援を実施します。

 令和３年度においては、人員の増強など協議会の体制拡充を図り、

新型コロナウイルス感染症の影響を受けた中小企業者等への再生支

援に万全を期します。

（２）事業承継総合支援事業

 令和３年４月にM&A等の事業引継ぎ支援を行う「事業引継ぎ支援

センター」に、親族内承継支援を行う「事業承継ネットワーク」を統合し、

「事業承継・引継ぎ支援センター」へ発展的に改組します。

 中小企業者等の円滑な事業承継・引継ぎ促進のため、事業承継診

断に基づく支援ニーズの掘り起こしや、事業承継計画の策定、譲渡・

譲受事業者間のマッチング等の支援をワンストップで行います。

新型コロナ特例リスケジュール

1年間の特例リスケジュールの要請

資金繰り計画等の策定支援

新規借入を含めた金融機関調整

※新型コロナ終息後も財務状況等に応じ、
事業改善まで幅広い支援策を提供。

支援ニーズへの対応

事業引継ぎ支援

民間事業者等と連携

した譲受希望企業との

マッチング支援

後継者人材バンクを通

じた創業希望者との

マッチング支援

登録機関（金融機関、

仲介業者等）への橋

渡し

専門家派遣支援

経営資源引継ぎ支援

親族内承継支援

事業承継計画の策定

支援

専門家派遣による具

体的な課題解決

経営者保証コーディ

ネーターによる事業者と

金融機関へのサポート

面談や提出資料の分析を通じて経営上の問

題点や、具体的な課題を抽出

課題を踏まえた適切なアドバイスを実施

必要に応じ、関係支援機関や支援施策を紹介

課題解決に向けたアドバイス

国
産業競争力強化法に
基づく認定支援機関

委託

中小企業・
小規模事業者

相談対応等
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（参考）


